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基本的な活動方針は、これまでのものを継続し、引き続き、「最もセクシーな業界」を目指

した。 

１． ＪＭＲＡ会員であることは、個人情報を守り、より良い社会の実現に資することを社

会へ約束する証である。コンプライアンス委員会では、ＧＤＰＲやＣＣＰＡなど国際

的な各種規制に対する情報収集と整理を行い、「新マーケティング・リサーチ綱領」お

よび「ＪＭＲＡ個人情報保護ガイドライン（改訂版）」を含め会員社からの問合せ対応

やフォローアップを行った。また、法務ハンドブックⅣの改定に着手し、年度内に完

成した。公表は 6月を予定している。 

２． 調査品質面では市場調査業界の国際的な品質管理基準であるＩＳＯ20252 が、2019年

10月 21日に『ＪＩＳ Ｙ 20252 市場・世論・社会調査及びインサイト・データ分析』

として国家規格（ＪＩＳ）化されたことを機に、ＪＭＲＡの品質管理基準を旧ＪＭＲ

ＱＳから「ＪＩＳ Ｙ 20252」に、2020年 1月 1日をもって切り換えた。今後もリサー

チユーザー、調査会社、審査機関、所轄官庁とともに、ＪＩＳ Ｙ 20252の認証スキー

ムオーナーとして同規格の普及促進に努める。 

３． 会員社同士のシェアリングエコノミー推進の為、情報共有基盤の整備を進め、業界全

体で施設や人材等の有効活用が図れるよう、費用をかけずにＪＭＲＡの会員データベ

ースの表示内容に、「会場シェアリングプラン」「データ入力シェアリングプラン」「リ

サーチャーシェアリングプラン」の 3つの新プランをリリースした。 

４． ＪＭＲＡ Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ 2019 では、最新リサーチ手法の紹介

や各種委員会活動の成果発表を行い、若手リサーチャーの積極的な参加があった。ま

た、各種イベントにおいて、業界の認知向上および活性化を目指し、大学生の誘致や

異業種・近隣団体との協業に広がりを見せた。 

データや情報が不足していた時代に、我々の業界は生まれ発展してきた。今日、多くの無

料のデータを含め、情報は溢れている。激変した環境に適応する為に、科学やテクノロジ

ーを最大限に利用出来るスキルを身に付けることは当然であり、今最も必要なことは利用

する我々のマインドシフトであることを肝に銘じた一年であった。 

 

 

 

Ⅰ．2019 年度の総括 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 法務ハンドブックⅣの公表 

② 新綱領、改訂版ガイドラインのフォローアップ 

③ ＩＳＯ委員会、ＣＬＴ対策協議会、メディカル研究会からの各提案内容の検討およ

び理事会への答申 

 

 活動概要 

① 2020年 6月までに法務ハンドブックⅣ公表予定 

② 各種問い合わせ、提案内容の法的根拠に基づく対応 

 

 活動内容 

① 法務ハンドブックⅣの改定作業 

② 「ＪＭＲＡ個人情報保護ガイドライン（改訂版）」および「新マーケティング・リ

サーチ綱領」への会員社からの問合せへの対応 

③ 「ＪＩＳ Ｙ 20252」「事前リクルートのためのガイドライン」「市場調査としての

症例調査と改正個人情報保護法に関する所見」への検討と答申 

④ 無料法律相談（毎月）、正会員入会審査 

 

 活動の成果 

① 新綱領、改訂版ガイドラインへの理解が進んだ。 

② 委員会にて議論検討したＪＩＳ、ガイドライン、所見等が報告された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. コンプライアンス委員会 

 

Ⅱ．各委員会の活動報告 

 



 

 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 日本を代表し、「市場・世論・社会調査及びインサイト・データ分析」の品質管理

に関する国際規格を所管するＩＳＯ／ＴＣ225の活動に参画する。 

② リサーチユーザー、調査会社、審査機関、所管官庁とともに、ＪＩＳ Ｙ（ＩＳＯ）

20252の認証スキームオーナーとして同規格の普及促進に努める。 

③ ＥＵのＧＤＰＲやＵＳ加州のＣＣＰＡなど国際的な各種規制に関する情報収集と

整理を行い、関連する委員会に対策等を提言する。 

 

 活動概要 

① ＩＳＯ20252の次期改定に向けた国際会議に参画し、日本の意見を反映させた。 

② ＪＩＳ Ｙ（ＩＳＯ）20252の認証取得促進を図るため、ＪＩＳ認証支援センター

の活動を支援した。 

③ ＧＤＰＲやＣＣＰＡをはじめとする各国の法規制に関する情報収集を行い、ＪＭＲ

Ａ会員社向けに情報発信と注意喚起を行った。 

 

 活動内容 

① ＩＳＯ20252の国際的普及に向け、ＴＣ225総会（エジンバラ）に委員 2名を派遣 

② ＴＣ225との日常的なメール連絡や問い合わせに対応 

③ ＩＳＯ（11月よりＪＩＳ）認証支援センターの活動を側面から支援 

④ 経済産業省や日本マーケティング協会の支援をいただき、ＪＩＳ記念イベントを開

催 

⑤ ＪＩＳ Ｙ 20252普及促進のため、ＪＭＲＡ会員社向けに無料説明会を実施（2回） 

 

 活動の成果 

① ＪＩＳ原案作成事業を運営し、ＪＩＳ Ｙ 20252が 2019年 10月 21日に発行され

た。 

② 2020年 1月 1日より、ＪＩＳ Ｙ 20252をＪＭＲＡの品質管理基準に採用 

③ ＪＭＲＡの各種イベント類を通じて、ＪＩＳ Ｙ 20252の認証取得をアピール 

④ 6月に認証取得が待望の「10社（2ケタ）」に到達 

 

 

 

2. ＩＳＯ／ＴＣ225 国内委員会 兼  

マーケティング・リサーチ規格認証協議会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 公的統計市場の動向を的確に捉え、公的統計における民間活用の実態と官民双方の

要求を明らかにし、その情報をもとに官民の相互理解に資する活動を行う。 

② 公的統計の諸問題に対し、統計調査の受け皿となる民間調査会社の代表として真摯

に向き合い、継続的な統計の質確保と公的統計市場の発展に繋がる活動を行う。 

③ これらの活動を通じて、さらなる公的統計市場の拡大と受け皿となる民間調査会社

から見て魅力ある市場への形成に寄与する。 

 

 活動内容 

① 月例会の開催（全体会議、幹事会、小委員会） 

② 関係各府省統計主管部署、統計委員会への表敬訪問 

③ 基調講演の企画・開催（年 3回）  

④ 「調査インフラ等に関する実態調査」の企画・実施  

⑤ 統計調査（統計データ加工・集計を含む）における民間事業者の活用情報の整備 

⑥ 府省主催の意見交換会・統計制度改正に関するパブリックコメントへの対応 

⑦ 総務省統計委員会・官民競争入札等監理委員会等の傍聴 

⑧ 「統計調査における民間事業者の活用に係るガイドライン」の内容理解 

⑨ 中長期事業計画の検討・作成 

⑩ 統計の諸問題解消に資する活動の検討 

⑪ 『公的統計市場に関する年次レポート 2019』（報告書）の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 公的統計基盤整備委員会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① マーケティング・リサーチ事業でのビッグデータ・ＡＩ技術の取り込み促進 

② ビッグデータ・ＡＩ技術などの新技術に対応した人材育成 

③ マーケティング・リサーチ会社の経営層に向けた新技術の啓発 

 

 活動概要 

① 委員各社からのビックデータ＆ＡＩ技術関連の情報収集と討議 

② セミナー実施の計画と推進 

③ 次世代リサーチャー育成プログラムの検討 

 

 活動内容 

① 毎月の委員会にて先進事例に関する情報交換および討議を実施 

② チュートリアルセミナー（計 3回）の計画立案と遂行 

③ 2020年度Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅでの発表を検討 

④ 各委員メンバーによる自発的な内部勉強会（研究会）を実施 

 

 活動の成果 

① チュートリアルセミナー（計 3回）を実施し、延べ 70名超が参加 

② 2020年度Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅでの発表を準備中 

③ 内部勉強会を計 6回実施し、先進事例に関する見識を深めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. リサーチ・イノベーション委員会 

 



 

 

 

 

 

 活動内容 

ＪＭＲＡ Ａｎｎｕａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ 2019 の開催 

① 日程   2019年 5月 28日（火） 

② 会場   ベルサール渋谷ファースト 

③ テーマ  Ｃｒｅａｔｅ ａ Ｎｅｗ Ｆｒａｍｅ ～次の“ワクワク”を創る～ 

④ 方針   「これからの人材獲得・確保へ向けた業界アピールの場」 

⑤ 参加者数 リサーチ業界関係者：350名／メーカー：200名／学生：50名 

⑥ コンテンツ 

1) 基調講演：「マーケティング・リサーチ」をマーケティングするには！？ 

株式会社ＺＯＺＯ 田端 信太郎氏 

2) 特別講演：全数系ビッグデータで切り拓く、新しいリサーチの可能性 

株式会社ＮＴＴドコモ 関口 智樹氏、株式会社インテージ 中野 暁氏 

3) 学生向け：ワクワクするマーケティング・リサーチの魅力 

立教大学 佐々木教授、花王、電通、インテージヘルスケア、クロス・マー

ケティング、マーケティングアンドアソシェイツ 他 

 

 

 

 

          

            

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. カンファレンス委員会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① インターネット調査品質ガイドラインの改定 

② 外部に向けた情報発信の実行 

③ モニターとの信頼感・親近感の強化 

 

 活動概要 

① スマートフォンで回答するためにどのような調査票を設計すべきかを、具体的に指

南するガイドラインへと改定した。 

② 2019年ＪＭＲＡカンファレンスで発表した内容（非ネットリサーチモニターへの

ＧＩ）を一過性のものにしないようにした。 

③ ネットリサーチのモニターに登録してもらうために、心理的な阻害要因となってい

るものを解消するための方策を議論した。 

 

 活動内容 

① 従来型調査票をスマートフォン用に質問文を短縮したり、マトリクスサイズを小さ

くした調査票との比較検証を行った。 

② 2019年カンファレンスで発表した内容をレポートとして整理して、ＪＭＲＡホー

ムページにて公開した。また、日本マーケティング学会カンファレンスのポスター

セッションでも改めて発表した。 

③ モニター品質分科会では、新たにモニター登録する人にとって、悪質な調査会社と

は違ってＪＭＲＡの加盟社であることが安心できる企業として訴求すべき内容を

整理した。 

 

 活動の成果 

① スマートフォン時代には質問文を短縮した調査票やマトリクスサイズを小さくし

た調査票は回答品質が高いことを実証した。そして、2017年に策定した「インタ

ーネット調査品質ガイドライン」を最新情報を盛り込んだ形で改定を行った。 

② 2019年カンファレンスで発表した内容をレポートとして整理して、ＪＭＲＡホー

ムページにて公開した。 

③ マーケティング・リサーチに協力することが世の中を動かしていることの社会的な

意義や個人情報保護の管理を徹底していることの証となるようなメッセージをＪ

ＭＲＡの加盟社として協力して発信していくことを確認した。不正ポイント交換の

発生やコロナ・ウイルス対策の情報交換を行い、迅速な対応をとった。 

 

6. インターネット調査品質委員会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 情報発信を軸とした業界の認知向上、賛助会員の増加 

② インターネットを通じた情報の共有化 

③ 学生向けコンテンツのさらなる拡充 

 

 活動概要 

① 賛助法人会員、賛助個人会員が 2017年比減少しているため 

② 最新リサーチ動向の会員社同士の情報共有を密に行う。 

③ メルマガ会員数の伸び率が低い、学生への周知が不足している。 

 

 活動内容 

① Ｗｅｂを中心としたＪＭＲＡ活動の積極的な情報発信 

② 上記を周知させるためのメールマガジン発行 

③ メルマガ会員増加のための新たなチャネルの開拓 

④ メルマガ会員登録を促すためのメリット創出 

 

 活動の成果 

① Ｗｅｂを中心とした情報発信（カンファコラム、我が社のデータサイエンティスト

等） 

② メールマガジン類の発行（通番 12回・4～3月まで毎月 1回、号外 2回） 

③ メルマガ会員（2,535→2,937） 

④ 賛助法人会員（85社→81社） 

⑤ 賛助個人会員（107名→101名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. 広報・宣伝委員会 ウェブ・メルマガ分科会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 生活者をもっとも理解した代弁者になる。 

② クライアントのビジネス的成功をドライブする存在になる。 

③ 様々な企業やビッグデータホルダとイノベーションを起こす。 

④ 多彩な専門性を持つ異才の集まりになる。 

 

 活動概要 

① メーカーのリサーチ活用実例を共有 

② 海外の最新事例の紹介 

③ アカデミックの知見による刺激 

 

 活動内容・成果 

① 賛助会員 3社の担当者を招いてメーカーの実例を共有。 

参加は正会員社のみのクローズドセミナー。クローズな場であったため、活発な議

論が行われた。 

② レイ・ポインター氏によるワークショップ実施 

最新事例による刺激を受け、学びの多い場となった。ＪＭＲＡメルマガでも特集さ

れた。 

③ 神戸大学宮尾准教授を招き、ゼミ形式で活発なセミナーを実施 

経験 10年程度の参加者が多く、他流試合のようなディスカッションが展開された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. 広報・宣伝委員会 トピックスセミナー分科会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

会員各社がＪＭＲＡに入会することで得られるメリットとしての情報基盤を整備し、

情報発信と情報交流を活性化させることでＪＭＲＡサイトの付加価値の向上を目指

し、業界の活性化の力になる。 

 

 活動の背景 

① 掲載情報が更新されておらず、サイト訪問者が適切な情報を取得しにくいサイトで

あったため。 

② 業界関係者のみならず会員社以外の学生、案件引き合い企業などに対しても業界を

認知してもらう必要があるため。 

 

 活動内容 

① シェアリング情報一覧等データベース改修 

② グローバルサイト構築 

③ 会員各社の会員社情報のメンテナンス（データベースの整備） 

 

 活動の成果 

① シェアリング情報一覧等データベース改修 

・2020年 3月 1日リリース 

・申込者数： 

新規 1件（賛助法人：1社） 

既存 6件（正会員：2社、賛助法人：1社、個人会員：3名） 

② 費用をかけずに最低限の変更を実施 

③ 会員各社の会員社情報のメンテナンス     

   

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 情報共有基盤整備委員会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

業界の若手人材確保と育成 

 

 活動概要 

人材不足に伴う、業界全体の若手人材確保と育成のため。 

 

 活動内容 

業界内に人材を呼び込むための活動について意見交換 

 

 活動の成果 

次年度以降の若手人材確保に対しての動画を公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10. ＨＲマネジメント委員会 人材分科会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

業界内の働き方改革を推進する。 

 

 活動概要 

「働き方」には様々な側面があるが、まずは当業界の大きな共通課題である残業時間

の削減を一つの旗印として、会員社の取り組み事例を順次公開した。 

 

 活動内容 

① 「働き方改革宣言」をＪＭＲＡホームページに掲載 

② 2018年 5月の経営業務実態調査で時間外労働実態を聴取。次年度以降も定点観測

し、有意義な情報は順次公開する。 

③ 事例集の公開開始、ＪＭＲＡホームページおよびメールマガジン等に掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11. ＨＲマネジメント委員会 働き方改革分科会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

前年度の実績を踏まえ、教育講座の内容をより充実させる。 

→ 求められる調査法、統計学、マーケティングの知識をレベルに応じて身につける。

それらを受講しやすい日程、価格で提供する。 

 

 活動内容 

① 講座全体の概要を把握しやすいよう「教育講座のご案内」と題したパンフレットを

作成。 

② 講座開催。具体的には以下の通り。 

1) 新入社員・新人社員のためのマーケティング・リサーチ講座（5月、6 月、9 月・

各 1回） 

2) 定性調査入門講座（9月・全 1回） 

3) マーケティング・リサーチ基礎講座（9月・全 2回） 

4) マーケティング・リサーチ応用講座（9～10月・全 3回） 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12. ＨＲマネジメント委員会 教育分科会 

 



 

 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 定性調査教育体系（カリキュラム、テキスト、講座）をＪＭＲＡとしてオーソライ

ズした形で整理する。 

② 定性調査を学びたい人が（クライアント含む）、学習できる環境を作る。 

③ 将来的な資格制度導入を視野に入れた環境整備 

 

 活動内容 

① テキストのブラッシュアップ 

② 新教育体系に沿った定性調査の講座カリキュラムの構築 

③ テキストを使った 19年度定性調査セミナーのサポート 

 

 活動の成果 

① テキストのブラッシュアップは継続中 

② 新教育体系に沿った定性調査の講座カリキュラムを立案、講師チームを構築 

③ 19年度のセミナーは多数の委員がサポートメンバーとして参加。セミナーの充実

につながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13. ＨＲマネジメント委員会  

定性カリキュラム小委員会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 会員社間における交流・協業・連携の促進 

② 各社の若手リサーチャーの育成 

③ リサーチ業界・周辺業界の動向・ナレッジ共有 

 

 活動概要 

① 周年イベント開催（年に１回）、親睦イベント（年に 1回） 

② インナー研修（全 2回講座） 

③ アライアンスプレゼン（年に 3回） 

 

 活動内容・成果 

① 周年イベント：外部講師を招いてナレッジ共有、交流機会を創出 

2019年 11月 18日（月）に実施。2名の講師に講演いただき、15社 41名が参加。 

② 親睦イベント：純粋なレクリエーション型交流イベント 

2019年 8月 21日（水）にビアガーデンを実施し、食事懇親が図れた。 

③ インナー研修：昨年度の続編として、定性調査に関する一連の体験型実践研修 

2019年 8月 28日（金）、10月 16日（金）の 2日わたり、定性調査の企画に関す

る座学、模擬グループインタビューを実施。その後、若手メンバーによる懇親会

も実施された。 

④ アライアンス推進：業界１社（会員社）、周辺業界 2社によるプレゼン型情報共有 

2019年 7月 24日（水）、9月 25日（水）に周辺業界 2社によるプレゼン会を実

施。会員社 13社、のべ 41名が参加した。会員社 1社によるプレゼン会は今年度

実施なしとした。 

 

        

        

         

 

 

 

 

 

 

14. 西日本コラボレーション研究会 

 



 

 

 

 

 

 委員会の目的 

① 街頭でのストリートキャッチ方式によるＣＬＴ手法の健全な発展を図る。 

② ＣＬＴに関わる事業者に共通する課題解決のための情報収集と交流を進める。 

③ ＣＬＴに関する一般消費者および行政機関への理解促進と啓蒙活動を進める。 

 

 活動概要 

① ストリートキャッチ時のユニフォーム（ビブス）着用の徹底 

② プレリクルート方式における（機縁）リクルーター向けガイドラインの作成・検討 

③ ＪＭＲＡホームページよりストリートキャッチ可能のＰＲを作成・検討 

 

 活動内容 

① ユニフォーム着用から１年が経過したが、順調に進捗しているとみられ、特段のト

ラブル等は報告されていない。 

② プレリクルート、特に機縁リクルートに関するルールがないため、オープンパネル

のＳＮＳで対象者を募ってしまうというトラブルが発生。 

③ 今後の課題として、一般消費者や行政機関に向けたＰＲがより重要であることが確

認され、対策を継続的に検討することとしている。 

 

 活動の成果 

① ＣＬＴに関して目立った大きなトラブルは報告されていない。 

② 事前リクルートのガイドライン案について検討を重ねた。 

③ ＣＬＴを実施している調査会社間の情報交流が進んだ。 

④ ＪＭＲＡホームページより「街頭リクルート（渋谷）実施可能」の情報を発信した。 

⑤ 一般消費者、行政機関等に向けたＰＲ方策は検討途上である。 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

15. ＣＬＴ対策協議会 

 



 

 

 

 

 

 活動内容 

審査業務の実施（審査会実施回数：12回） 

今期のプライバシーマークの新規取得、更新申請を行った正会員社については、とど

こおりなく書類審査および現地審査を行い、プライバシーマーク審査会に報告し、下

記の通り、可否の手続きを行った。 

① 更新：54社 

② 新規取得：0社 

③ 合併取得：1社     合計：55社 

 

2019年度のプライバシーマーク取得社は、取得社の退会により、98社となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16. プライバシーマーク審査会 

 



 

 

 

 

１．協会の会務 

① 定時総会       5月 28日 

② 理事会         4月 11日、5月 28日、6月 18日、9月 17日、12月 16日、 

2020年 3月 27日  

③ 総務委員会     7月 16日、8月 20日、10月 15日、11月 19日、 

2020年 1月 21日、2月 18日 

２．他団体との活動 

 国内他団体との活動 

他関連団体との情報交流を次のように行った。 

① 「ＪＭＲＸ」主催の勉強会・セミナーの情報発信等を行った。 

② ＪＭＲＡアニュアル・カンファレンス 2019をＥＳＯＭＡＲと共催した。 

③ 大阪府人権室作成の人権ポスターの掲示・アナウンス等を会員社に向けて実施した。 

④ 第 69回全国統計大会（11月 18日）に参加し、情報収集・情報交換を行った。 

 

 海外他団体との活動 

ＡＰＲＣ（Asia Pacific Research Committee）加盟国、ＧＲＢＮ（Global Research 

Business Network）、ＥＳＯＭＡＲ、ＩＳＯ国際事務局との情報交流を行った。 

① イギリス・エジンバラでのＥＳＯＭＡＲ Congress Association Meeting（9月 8

日） 

② イギリス・エジンバラでのＩＳＯ／ＴＣ225総会（9月 12・13日） 

③ オーストラリア・シドニーでのＡＰＲＣ Summit Meeting（8月 7日） 

 

３．事務局活動 

 個人情報保護マネジメントシステム（以下ＰＭＳ）の運用継続 

プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等のマネジメント

システムの運用を継続している。 

 

 

Ⅲ．事務局の活動報告 
 



 

 

 マーケティング・リサーチに関する内外関係機関等との交流および協力 

① 会員社懇親会 

通常総会終了後に開催した。 

日  時：2019年 5月 28日（火） 

会  場：ベルサール渋谷ファースト 

参加者人数：約 100名（理事、委員、事務局を含む） 

② 広告界賀詞交換会 

2020年 1月 8日、帝国ホテルにおいて、マーケティング関連団体 30団体共催の

「広告界賀詞交換会」が 1,699名の参加を得て、開催された。なお、当協会から、

会員社 3社（14名）が参加した。 

 

 第 44 回 経営業務実態調査の実施 

① 調査期間：2019年 4月 1日～6月 24日 

② 調査方法：メールおよび郵送調査法 

③ 調査対象：正会員社 118社（2019年 4月 1日時点） 

④ 回答社数：94社 

⑤ 回収率：79.73％ 

 

 協会発行物の作成 

① 正会員社証明書・調査員証明書の発行 

9社 685枚 発行 

② 会場テスト用証明書の発行 

39社 483枚 発行 

③ 手提げ袋の販売 

11社 8,000枚 発行 

④ マーケティング・リサーチ綱領の配布 

73冊 配布 

 

 マーケティング・リサーチに関する苦情の処理 

2019年度（2019年 4月 1日から 2020年 3月 31日の間）、マーケティング・リサーチ

に関する問い合わせ件数は 1件であった。 

① 問い合わせ元の内訳 

1) 消費者団体    0名 

2) 対象者      0名 

3) その他      1名 

 



 

 

② 問い合わせの内容（合計 1件） 

1) 他団体へ調査をしてほしい。                  1件 

 

 会員の動向 

① 正会員社 

入会 0社 

退会 5社 

これにより 2020年 3月 31日現在、正会員社総数 116社 

 

② 賛助法人会員 

入会 2社 

退会 10社 

これにより 2020年 3月 31日現在、賛助法人会員社総数 81社 

 

③ 賛助個人会員 

入会 4名 

退会 9名 

これにより 2020年 3月 31日現在、賛助個人会員者総数 101名 

 

 専門調査会社（正会員社）の紹介について 

① 一般企業からの問合せに対し、紹介 6件 

② 国、地方自治体等からの問い合わせに対し、紹介 9件 

 

 関連官庁からのメール連絡について 

正会員社宛に送信 33件 

≪内訳≫ 

① 経済産業省  30件 

② 総務省   1件 

③ 内閣府     2件 

          

 

 




